＜政策ニュースレター第162号＞
財政基盤の強化支援も含めたNPOとの連携が必要

第３回社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告

第３回社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会が5月30日午前、都内会議室で開催された。連合から花井総合政策局長が委員として出席した。

　事務局から前回委員から要望のあった社会保障としての住宅施策に関する資料の説明があり、その後連合・花井委員、他２名の委員から、生活困窮者に対する取り組みや問題意識についてヒアリングを行った。

　委員からのヒアリング

　　＜花井委員＞ 

連合は「働くことを軸とする安心社会」をめざすべき社会像としている。誰もが公正な労働条件のもと多様な働き方を通じて社会に参加でき、社会的・経済的に自立することを軸とし、活力あふれる参加型の社会である。この「安心社会」を支える基盤として、社会保障と税制改革を一体のものとして検討し、2011年6月、「新21世紀社会保障ビジョン」と「第３次税制改革基本大綱」を策定・決定した。 

生活保護制度は人々の生存権を保障する最後の砦であり、安心のセーフティネットとしてこれからも不可欠。 

生活困窮者の一人ひとりの困難性を把握し、きめ細やかな対応を基本に据えた施策が必要。 

「孤立死」が相次いでいる。水道、電機、ガス事業者や福祉事務所、民生委員などの連携を強化する仕組みなどが必要。 

民生委員は高齢化しており、その担い手の確保が困難となっている。やりがいのためにもなんらかの報酬を検討してもよいのではないか。 

社会的参加の機会をつくることは極めて重要である。中間的就労といった携帯も考える必要があるが、最低賃金の適用されない労働形態をつくることは、一般の労働条件の引き下げに悪用させない仕組みとセットであるべき。 

生活困窮者の居住の確保の観点から、住宅扶助を生活保護制度から外し、恒久的な住宅手当制度として再編すべき。 

ケースワーカーの十分な配置、複雑化、多様化した問題に対応できる人材の確保、ケースワーカーが公権力を行使できるなどの仕組みが必要。

　その後の質疑応答では、中間的就労に関して一般の労働条件の引き下げに悪用させない仕組みをどうのようにつくるべきかが議論となり、「中間的就労を提供する組織に運営委員会など設置し、組織の運営に透明性をもたせてはどうか」（勝部委員・社会福祉協議会）などの意見が出された。また、ケースワーカーのあり方、民生委員の報酬のあり方などについての質問が出された。

　　＜社会福祉法人一麦会・柏木委員＞ 

和歌山県の障害者施設。農業は必要な技術の習得が短期間では難しく、また、年間を通じて安定した仕事の確保が困難なため、特殊な専門的な知識や資格を必要とせず、比較的軽設備の投資で開始できる農産加工製造業から菓子、食品生業などの仕事を中間的就労として開拓。 

現在166名が施設を利用。内、58名は月3～5万円程度の収入を得て、障害基礎年金6万6千円を併せると経済的に自立できている。 

地産に特化しブランド化することで大手企業と棲み分けを図っている 

農作業は担い手不足であり雇用ニーズはあるものの収益が望めないが、福祉的就労、中間的就労等への参入は十分可能。 

現在、地域農業、加工製造業、直売所（作業所）が連携し、買い物弱者支援や高齢者の安否確認などの支援も含めた地域における6次産業化を推進。社会福祉法人は企業のできないすきまを埋める組織として生活困窮者対策に活用できると考える。

　　＜大里総合管理・野老委員＞ 

不動産業、建築業などを行う株式会社であるが、収益事業を6割、地域への貢献活動としてボランティアを4割の割合で行っている。 

地域貢献活動の内訳はさまざまであるが、市役所や地域の方々から相談を受け、生活困窮者の支援を多く実施してきた。 

生活困窮者の自立には就労支援の前に生活支援など総合的に長期にかかわる必要があり、縦割りを超えた行政と市民の本気の協働が大切である。 

生活困窮者の中間的就労は社会参加の自覚を促し、就業準備をする上で成果があると考えるが、労働基準法が制約となることがある。生活保護費を給料として支払うことが可能な仕組みづくりを行えないか。

　

次回の特別部会は6月6日に開催予定。

以上

